
項目 内容 主に検討する人
スケジュール

～2020（令和２）年 ～2022（令和４）年 ～2030（令和12）年

小中一貫教育 ●９年間のカリキュラムづくり（キャリア教育・教科）
●施設分離型の小中一貫教育から段階的に試行・実施 教職員

コミュニティ・スクール ●地域性を活かした組織づくり
●モデル校で先行的に検討・実施 教職員、地域・企業、ＰＴＡなど

学校再編計画 ●学校区、立地、機能、スケジュールなどの検討 専門家、市民などが入った審議会

キャリア教育・英語・
ＩＣＴ
モデル校
準備・試行・実施

再編計画決定

その他の教科

モデル校以外
準備・実施

学校整備基本構想

小中一貫教育の推進
分離型から一体型へ

学校間連携の推進

学校建設など

［取り組み］
義務教育の９年間を系統立てた学びにするためのカリキュ
　ラムや体制をつくる
小学校高学年の教科担任制導入検討

［効果］
小学校から中学校へ上がるときの段差につまづきにくい
多様な集団活動ができる
教科の専門性に対応できる　　　　　など

［取り組み］
義務教育９年間の一貫した教育を実施するための、安心・安
　全で学びやすい学校施設をつくる
［学校の環境］
高機能・多機能で変化に対応できる
防災、防犯機能を備える
地域と連携できるスペース、施設の複合化・共有化
１学年３学級以上、建築後20年は単学級にならない規模

小中一貫教育、コ
ミュニティ ･ ス
クール、学校再編
の３つについて、
本年度から検討を
始めます。

［取り組み］
全小中学校にコミュニティ・スクール導入
　（モデル校で先行的に実施）
［効果］
学校、地域 ･企業、家庭が目標を共有して子どもを育てる
　ことができる
組織化することで継続的な活動ができる
学校と地域の相互理解が深まる　　　　　など


